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セル生産システムの構想について
しの ぶ
信夫千佳子
I. はじめに
今世紀初頭のテイラーやフォードに代表される革新的な生産システムの
開発や進化により，標準化された製品を大量に生産することが可能となっ
た。それ以来， 自動車のような耐久消費財から日常品に至るまで様々な製
品のコストが低減したことにより，消費者はそれまでよりも低価格な工業
製品を入手できるようになった。かくして，人々は物質的に豊かな生活を
享受し，大量生産，大最販売，大量消費が進んだ。
量的な充足は，顧客ニーズの多様化を招き，工場では多品種化に対応し
た生産システムが構築された。昨今，かつて顧客ごとに注文生産されてい
た建築や造船などの製品だけでなく，他の工業製品においても個別の顧客
に合わせた仕様が望まれ，さらに多様化が進んでいる。また，タイムリー
に入手したいという欲求も高まり，その要望に合わせて納入できる生産シ
ステムの構築が必要となった。このような市場に対応した生産システムの
要件として，フレキシビリティ，ジャスト・イン・タイム等のウエイトが
高まったのである。
さらに，バブル崩壊後の経済不況の中で一層顧客ニーズにきめ細かく対
応することが要求されるために，生産ラインの自律性を高めたセル生産シ
ステムの構想について事例を考察しながら述べていくこととする。
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I. 多品種化と生産システム
大量生産は，「同一の製品を大量に連続的に生産する範式で，この用語は
今世紀はじめに普逼的に使われるようになったn」のに対して，多品種少量
生産2)は，「規定の生産期間において，生産の対象となる品物の種類（仕様，
形状，寸法，生産工程，色彩など）が多く，それぞれの生産数量が少ない
範式3)」である。人見勝人教授は，多品種少量生産の特徴として，次の 6点
を挙げている 4)。
(1) 生産品目の多様性：製品の品種が多く，生産数量や納期が多様である。
(2) 生産工程の多様性：原材料や部品から製品を作る手順が多様で，生産
工程が個々の製品によって異なり交錯する。
(3) 生産能力の複雑性：多様化製品の需要量によって生産設備に過不足が
生じ，稼働時間の延長や操業短縮をもたらす。
(4) 環境条件の不確実性：受注品の仕様・数量・納期の変更，特急仕事の
発生，外部購入品の納期遅れ等が起こりやすい。
(5) 生産の工程・日程計画の困難l生：受注品の仕様変更に起因する設計変
更•生産工程の変更や複数多様な生産工程のために，工程計画や B程計画
の最適化が困難である。
(6) 生産の実施と統制の動態性：設備故障，作業者欠勤，習熟効果の欠如，
不良品の出現等が多発しやすく，合理的な生産管理がやりにくい。
1) 人見勝人『CIM概論ーコンピュータ統括生産システム1オー ム社， 1989年， 89ペ
ジー。
2)大量生産という言葉が古くから存在するのに対し，多品種少盤生産という言葉は，
我が国独特のもので，第二次大戦中に作られたともいわれる。（人見勝人，前掲書，
91ペー ジ。）
3)人見勝人，前掲書， 90ページ，『生産管理工学』コロナ社， 1978年， 5ペー ジ。
4)人見勝人「CIM概論』 92ペー ジ。 (K.Hitomi, Manufacturing Systems Engineer・
ing, Taylor & Francis, 1979, p.31.) 
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このように，生産効率化の面で多くの課題をかかえている多品種少量生
産であるが， 1987年において，大量生産である連続流れ生産と個別大量生
産は， 15.9%にすぎず，ロット生産と個別生産が， 83.4%を占めるという
統計がある5)。これは，市場ニーズの多様化・成熟化や製品のライフサイク
ルの短期化に対応し，生産システムおいて，多品種化を志向せざるを得な
くなったからである。さらに，バプル経済期には，競争戦略において優位
な地位を占めるために積極的に多品種化する場合も多々見受けられた。し
かしながら，ゆきすぎた多品種化は企業の経営体質悪化を招いたので，現
在は，品種の削減や統合，部品の共通化などが進められている。また，こ
のような多品種化の要件として，フレキシビリティ，ジャストインタイム
等のウエイトが高まり，フレキシプル生産，ジャスト・イン・タイム生産
（以下JIT生産と略す）等が導入された。
フレキシプル生産の生産設備としては，フレキシビリティの高い汎用エ
作機械に重点を置き，平均需要量をまかなうための基本設備と変動需要量
に対処するための補助設備，特殊工具や自動工具の利用を図る。さらに外
注製作も考慮する 6)。労働力としては，多様な作業を遂行できる高度な熟練
労働者を主体に高い管理技術力を駆使し，製品仕様の迅速な決定，原材料
の適切な取得，納期を重視する生産の計画と管理を迅速かつ適切に行うが，
時に人海戦術的な単純労働力で対処する場合もある。原材料としては，加
工性のよい材料を選択し，購入リードタイムに注意して適切な資材在庫を
設ける丸
多品種少量生産が進む中で， トヨタ自動車鞠が生産効率化を目指して開
発したトヨタ生産方式では，無駄を排除し，付加価値の増大をはかるため
5)奥林康司「ME技術革新下の作業組織と管理組織」『国民経済雑誌』 155巻第 2号，
1987年， 77ペー ジ。
6)人見勝人『CIM概論』 99-100ページ，『生産の意思決定』中央経済社， 1972年，
6・2節。
7)人見勝人『CIM概論』 100ページ
76 (1042) 第 43 巻第 5 号
の方法論として，各工程に“必要なものを必要な時に必要な量だけ"供給
する JIT生産と，標準作業を決めておき，異常事態が発生すれば，ライン
を止め，原因を取り除いて改善し，その改善を新たな標準作業に組み込ん
でゆく「自働化」を行い，作業指示の情報と現場管理に「かんばん」を使
用しているのが特徴である見
また，製品が高度化・複雑化するにしたがって，分業が極端に細分化さ
れて，多くの工程を分割した生産活動が行なわれている。さらに多品種化
によって，生産品目や数量の切り替えが頻発し工程管理を難しくしている。
分業の利点は，仕事の細分化により，個々の作業が単純化され新人にも
習得が容易であり習熟が早いことである。さらに，設備や治工具について
は，連続稼働されるので，作業配分の均衡を失しなければ，稼働率を高め
設備の所要台数を抑えることができる。しかしながら，欠点としては，仕
掛り品が発生することである。 1つの工程に流れてくる仕事量が一定であ
ることが望ましいけれども，現実にはばらつきがあり，作業者は手待ちを
生じさせないために，バッファーとしての仕掛り品を持ちたがるためであ
る。また，分業が細分化されるほど「取置き」作業が多くなり仕掛り品の
前後に「探し」「積替え」「並べ替え」「一時置き」等のムダな作業が発生す
る。多品種化のために，生産品目や数量の切り替えが頻繁に実施されるよ
うになれば，仕掛り品の置き場所が定まらず，別の置き場所に保管する場
合も出て来るので，並べ替えや積み直しも発生する叫
さらに，ゆきすぎた分業による自動化は，設備のフレキシビリティや従
業員の志気を低下させる側面も出てきた。例えば， トヨタでは，車両仕様
の多様化や高度化が進む中で，生産規模拡大，現場労働者不足解消，熟練
作業の限界解消を目指して， 1991年田原第 4工場に新しい自動化設備を構
築したが，この自動化設備は，高度かつ複雑であったため，故障をしても
8)人見勝人『CIM概論』 100ページ。
9)福田龍ニ・木村幸信監修，関西経常システム協会IE応用研究会『ストックレス生
産』 H刊工業新聞社， 1986年， 90-91ページ。
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専門の保全担当者以外は直せず，たぴたぴ設備が突然停止したという。ま
た，人間が仕事の主役からロポットの付属物になってしまったという感覚
を現場の作業者にもたれてしまいやる気を失わせた10)0
トヨタでは，この教訓を生かし九州の宮田町に100%出資の別会社として
工場を設立した。この生産ラインでは，これまでの脈絡に欠けた要索作業
の組み合わせから，各々の機能的に完結している機能系グループ，サプグ
ループ，部品グループのレベルに分け，作業者が部品グループ単位の職務
を担当することによって，自分の車両組立作業における意義を理解するこ
とができるようになった11)。
このように，脈絡に欠けた作業の組み合わせから，機能的に完結してい
る作業レベルに分け，作業者あるいは作業者集団が自律的に業務を行う生
産ラインは「自己完結型ライン」あるいは「セル生産ライン」そしてその
生産システムは「自己完結型生産システム」あるいは「セル生産システム
（セル方式）」等と呼ばれている12)。
最近この概念を導入する企業が次々現れ，多大の成果を上げ出している。
しかしながら，自律とは「外部からの制御から脱して，自分の規範に従う
ことであり，独立の目的・意義・価値を持つものであるm」から，企業全体
から見れば生産システムは部分システムであり，その全体最適性を考える
上で，その統合方法が課題として残されることとなる。そこで，セル生産
システムを導入することによって，ラインの効率と従業員満足を高め，企
業全体の最適性とも統合しながら，業績を上げている企業を次章に示すこ
ととする。
10)小川英次「トヨタ生産方式の研究』日本経済新聞社， 1994年， 164,166ペー ジ。
藤本一「メイド・イン・ジャパン一製造業復活の条件」「週間ダイヤモンド』 1994年
6月18日号， 88-98ペー ジ。
11)小川英次，前掲書， 168-182ペー ジ。
12)この用語の定義や生産ラインの形態は各社各様であり，研究においても一様では
ない。
13)新村出「広辞苑（第 4版）』岩波書店， 1991年， 1311ペー ジ。
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Il. KOA株式会社の事例
1. 沿革
昭和初期に養蚕が主要産業であった信州の伊那谷は，安い中国産の輸入
で壊滅的な状況となり，養蚕農家の次男として生まれ育った創業者は，農
業を守りながら，安定した現金収入が得られる工業を養蚕にかわって当地
に興さねばならないと「農工一体論」を掲げて創業した。その後，事業は，
地域の発展とともに順調に成長をとげたが， 1985年のプラザ合意に端を発
した円高により，急激に業績が悪化し， 1987年には経常利益がマイナスと
なった。そこで同社では，トヨタ生産方式の導入を始めとする KOAProfit 
Systemと名づけられた生産効率化へ向けての改善活動に取り組み，急激
な円高によって H本の製造業が海外依存度を高める中で逆に輸出を拡大
し，バプル崩壊後の経済不況が長引く経営環境においても業績を向上させ
てきた。
さらに21世紀に向けて H本の経済と社会が大きく転換しようとしている
会社概要
本 社 ：〒 396-8585 長野県伊那市大字伊那 36 7 2番地
T E L : 0 2 6 5 -7 8 - 2 1 2 1 
設立： 1 9 4 0年 3月
資本金 ： 5 9. 6 0偲円
売上高 ： 4 0 7. 4 1億円 (199 8年 3月現在）
従業員数： 8 4 6人（平均年齢 35歳） (1998年 7月現在）
生産品目：抵抗牡、コイル、ハイブリット IC、半固定抵抗器、センサー
理 想 ： 1. 人間性を大切にすること
2. 自然環境に配慮すること
3. 暮らしを盟かにすること
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図 1 売上高／経常利益
出所） KOA株式会社生産革新推進室資料
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図2 一人当たり売上高／経常利益
出所） KOA株式会社生産革新推進室資料
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図3 KOA-G人員推移
出所） KOA株式会社生産革新推進室資料
注 1)KOA-GとはKOAグループ全企業のことである。
2)折れ線グラフ：人員，棒グラフ：売上高
現在，生産効率化とともに人間を尊重したものづくり，ならびに自然環境
と調和した生産活動を目指して全社的な革新に取り組み，着実にその成果
を上げている。
1個20銭弱という単価の抵抗器を生産しながら， 1988年以降増収増益と
なり，長引く不況が深刻化した1998年3月期においても前年度より増収増
益であり， 58億 4千百万円の経常利益を計上した。また，創業当初の農工
一体論の理念は現在も脈々と息づいている。生産の効率化により，作業時
間が短縮されたので，その余剰時間を農業，畜産，工芸など，人間が生き
ていくのに必要な様々なものづくりの時間に当てているのである。さらに，
改善活動による在庫の低滅は，生産の効率化だけでなく，省資源化にも有
効であり環境保全に繁がることになると KOA株式会社14) (以下KOAと
14)本章の KOA株式会社の事例は，同社でのインタピュー調査ならぴに屯話による
ヒャリング調査に甚づくものである。
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略す）では考えている。
2. 生産効率化へ向けての改善
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同社の製品は，主に抵抗器であり，汎用性の高い基本電子部品であるこ
とから，大量生産に向く製品と考えられ，約3カ月分の製品在庫を有する
在庫生産方式がとられていた。しかしながら市場ニーズの多様化や製品の
ライフサイクルの短期化に対応した取引先からの多品種化，短納期化やタ
イムリーな供給への要望が強まる中で，欠品などによる納期遅滞が頻発し，
営業活動の障害になる可能性が出てきた。また，カラーテレビ等を中心と
する家庭電化製品の普及と輸出の増大に伴う市場の拡大に合わせて，設備
の大型化，生産システムの自動化ならびに経営の多角化を押し進めた。し
かし， 1985年のプラザ合意に端を発した円高による価格の下落と受注減の
ため，製品在庫は倉庫にあふれた。さらに，新規事業が，うまく立ち上が
らなかったこともあり， 1987年には経常利益が赤字に転落した。
このような状況の中，向山孝一社長が製造現場の改善を中心に生産活動
の革新を実行する決意をし， KOAProduction System推進本部を設け，
社長自ら本部長に就任し，着たことのない作業着を着て現場に立った。当
初は， トヨタ生産方式を導入しようとしたが，その背景にある概念よりも
手法にとらわれ，すでに実施されていた手法の違う 2つの改善活動 (TQC
とTPM)とも整合性がなかったため，現場では混乱を来たした。そこで，
これらの改善活動を統合し， KOAProfit System (以下KPSと略す）と
総称しなおし， KPS推進本部を社長専属のゼネラルスタッフとして組織
し，製造現場の改善にとどまらず，全社的な革新を目指した。 KPS活動の
理念は，変化に順応出来る利益体質への転換として，企業活動の中での「ム
ダを排除」することにあるとした。それを具現化するために，全社を上げ
た意識改革が始まり，物流システムの改善，棚卸資産の圧縮，設備効率の
向上，生産リードタイムの短縮，間接業務の削減などの改善が実施された。
目標は，棚卸資産は70%削減，生産のリードタイムは70%削減，設備効率
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は50%向上，伝票類は80%削減とした。この目標を達成するための具体的
な改善活動を次に見ていくこととする。
(1)物流の効率化
改善前には，工場で製造された製品は，倉庫で管理され，営業で売上処
理，納品書類が添付され，顧客に届けられていた。そのため，それぞれの
部署で，在庫，梱包，荷役，情報処理およびそれらの時間や管理が必要と
なる。まず，納品業務は営業の業務とする旧来の考えを変えて，営業を経
ないで倉庫から直接顧客に納品することとした。このことにより，営業に
必要な在庫，時間や管理などの削減ができただけでなく，顧客ごとに配送
業務を見直すこととなり，効率的な配送マニュアルの作成ができた。さら
に，製造部門から直接顧客に届けるように変更したことにより，顧客の納
期に合わせた生産体制を志向することとなり，在庫の大幅な削減が達成さ
れ，製品倉庫が不用となった。また，配送人員90人のうち30人は製造部門
への異動となったが， 60人は省力化された。
(2)納期のリードタイムの短縮
顧客の注文は，営業がEDP端末にエントリーし，本社管理課に集約し，
生産計画が決められた後，工場管理担当者にその情報が送られ，工場管理
担当者は製造現場に指示する仕組みであった。生産情報はこの逆の経路で
流れていた。実際の管理や運営では，本社管理課と現場との実態が乖離し，
絶えず調整が必要であったため，本社管理課からの指示を止め，工場管理
担当者が，製造計画と現場への指示を行うこととした。さらに，これらの
機能を製造現場のリーダーヘ移管することによって，中間管理部門がなく
なり，製造するものが責任を持って生産計画を立て納期管理ができるよう
になった。実態との乖離がなくなったことによって，納期のリードタイム
が短縮でき，顧客からの信頼性が高まった。
(3)生産サイクルの短縮
生産サイクルは， 1週間の出荷量をベースに週単位であったので，前週
に生産計画を決定していた。生産リードタイム 1週間の製品は，前週の初
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めに翌週末の製造指示をするため，生産計画からのリードタイムは2週間
を要していた。そこで，まず生産サイクルを日単位に変更することによっ
て，月曜日に翌週月曜の，火曜日には翌週火曜Hの製造指示を行うことに
なり，生産のリードタイムは同じであっても生産計画からのリードタイム
は半分にすることができた。さらに，生産リードタイムが1-2日の現在
では，計画より出荷に要するリードタイムは 2-38となり，さらに時間
単位の生産サイクルを目指している。
(4)生産管理の改善
改善前は，工場の自動化に合わせて，生産システムのコンピュータ化が
推進されたが，現在はコンピュータシステムをはずし，目でみる管理に置
き換えている。コンピュータシステムは，一定のルールで現場が動くこと
を前提にシステムが構築されているので，予期せぬことには対応できない
し，逆にコンピュータの数字に現場が合わせるような本末転倒な状況とな
り，現場の改善が疎んじられるようになったからである。
(5)生産設備のシンプル化
大量生産だった頃は，設備の開発は，高速化，大型化を志向していたの
で，設備投資は高額となり，設備能力は過剰となった。その設備の償却の
ため設備稼働率を上げることが優先され，生産過剰となり，大量の在庫を
抱えることとなった。さらに，販売の拡大のために値引きすることで収益
を下げ，それを量で補おうとする悪循環に陥っていった。そこで，設備投
資に対する考え方を小型，安価，低速，機能本位へと変えた。
(6)間接業務の効率化
事務の棚卸を行い，照合，重複業務，類似業務を整理統合した。専用伝
票は，コンピュータに入力し，後で検索可能なものやリストが出力される
ものについては，現品に添付するもの以外は削滅した。また，間接業務は，
発生元でできるだけ処理することとし，業務を現場に分散した。部材購入
の仕訳は，経理で集中的に作業している時は，毎日12時間かかっていたが，
各部門で入力し，経理はリストを確認するだけに変更したことで，毎日 1
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時間程度の作業時間となり，伝票は約80%削減された。
KPS第1段階 (1985年度-1992年度）の成果として，棚卸資産効率， リ
ードタイム，およぴ設備効率はいずれにおいても目標以上を達成した。こ
れらの成果に加えて予期せぬ効果が次々と現れた。かつては，職場内で挨
拶もしないほどモラールが低下していたが，社員同士自然とさわやかな挨
拶をするようになった。また，何か改善に取り組もうとしてもそれまでは
固定観念を払拭するのが難しかったが，共通の価値観と共通の行動習慣が
形成されてきたせいか，生産効率化に向けての協働意欲と行動力が生まれ
つつあった。
KPS活動は目標を達成したが，もの余りと資源の枯渇および人間の疎外
感などに考慮するならば，常に市場の拡大を前提としてきた「無限」の概
念,!限界に来たし，「有限」を前提とした経営環境の中での新しい経営シス
テムの創出を目指して継続される必要が生まれ，次のような目標を設定し
第2段階の革新に取り組んだ。①限られた環境条件で企業の発展を追求，
②生きがいと充実感を満たす人にやさしい自己完結型経営，③自然と調和
のとれた地球にやさしい経営，④顧客の立場で企業経営の 4つである。
また，本社の役員室で開催されていた役員会は，事業所で開催されるこ
ととなった。これは， トップが常に現場の問題を把握し改革の先頭に立つ
という姿勢を表している。会社の組織においては，ラインは，ワークショ
ップ本部と営業本部の 2つに集約し，本社機能はKPS推進本部に統合し，
管理職位を 7階層から 3階層に簡索化し意思決定の迅速化を図ることにし
た。
(7)自己完結型生産システムの導入
1992年12月より生産本部に自己完結型生産システムを構築した。それま
での分業によるコンベアラインを排し，多能エ化による製品別ラインを中
心とする自己完結型ラインを導入したのである。工程別，機能別の複数責
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任体制から，製品別にその管理機能と責任を一人の管理者に一元化し，製
造ラインの従業員が，受注，資材調達，製造，品質保証およぴ配送，さら
には間接部門が行っていた生産計画の立案，ラインごとの損益計算までを
10人~20人程度の組織で一貫して請け負うという極めて自律性の高いライ
ンである。そのため，従業員は多能エとして複数の業務をこなすことが求
められる。このような自己完結型生産システムヘ移行したのは，従来のラ
インでは，複数の工程や部門を経由する時，工程間や部門間において余分
な管理や調整が必要となり，付加価値を生まない間接業務となっていたた
めである。そして，今日の生きる糧を生み出すと同時に， ものづくりを通
じて，充実感や満足感を満たす場とする工房という意を込めて課ではなく
「ワークショップ」と命名したのである。ワークショップの導入によって，
生産ラインの従業員が顧客と直接に接することによって顧客志向が強ま
り，信頼関係を高めただけでなく，従業員自身のモティベーションが高ま
った。
抵抗器ワークショップ（匠の里）概要
所在地：〒399-2565 長野県飯田市桐林 24 4 1 -1 
T E L : 0 2 6 5 -2 6 - 7 7 0 1 
設立： 1 9 9 2年 3月
従業員数： 217人（平均年齢34歳） （男女比 3:1) (1998年8月現在）
勤務条件： 2直 3交替 (12時間勤務、 1週3~4日勤務、土日曜日休日）
生産品目：角形チップ抵抗磐 (RK73)、角型チップサーミスタ (NT73)、
角型チップヒューズ抵抗器 (RF73)、角型低抵抗チップ抵抗磐
(RM73)、角型 C Rチップ(CR73l
抵抗器ワークショップ本部（匠の里） 15) 
生産に携わる 1人1人がものづくりに精通した「匠」に育ってほし
15) 1998年8月26日の現地調査による
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いという思いを込めて「匠の里」と命名された。養蚕農家を思わせる
民家風の建物は，周囲の田園風景にも調和しており，工場の周囲には
何種類もの野菜が植えられている。また，かつて当地はギフチョウの
生息地であったが，工場建設のためにその数が減ったので，当時の姿
を取り戻すべくギフチョウが好む林を増やそうとしている。
工場に入ると最初にリフレッシュコーナーが設けられている。クラ
シック音楽がかかっており，壁には手書きでワークショップごとに目
標や成果などが模造紙に記載されその思いが伝わってくる。製造現場
では，ワークショップとよばれる製品別に分けられた 6つの自己完結
型ラインがあり，各々のラインでは受注から納品までの業務が10人前
後の多能エの作業員によって行われている。部材の在庫は 3日分以内
で，先入れ先出し方式で管理しており，発注点に来ればかんばんによ
り発注することとなっている。毎日の発注作業は庶務課の課員がその
業務に当たっており， 30分ほどで済ませている。
(8)設備の内製化
1994年4月より同社では機巧（からくり）と呼ばれる設備の内製化を推
進した。製品ニーズの多様化に対応するため，シンプルで個性的な手づく
りの機械設備が必要とされるようになったからである。そのような機械設
備ならば，完成までの時間が短縮でき，万一故障しても簡単に直せ，担当
者がものづくりの実感を味わうことができる。このような設備機械を同社
では，にんべんのつく「自働機」と呼んでいる。例えば，表面に金属を漂
着させ電極を形成するスパッターという機械は，大型機械の場合，自社開
発の自働機に比べると生産量は10倍である。しかし，機械の金額が大型機
械の7000万円と比べて，自社開発機械は400万円と格段の差があり，加工サ
イクルタイムも 3時間に対して， 10分である。製品のライフサイクルの短
期化や多品種化に対応し効率的に小ロット生産するには，後者の方が勝っ
ているのである。
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(9)開発・営業・製造の統合化
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1994年7月， 開発本部と営業本部が統合され，「クルーザー」と呼ばれる
担当者が生まれた。 クルーザーは市場という大海に漕ぎ出し，新しい製品
ニーズを発見し， そのニーズに合った製品を自ら開発し，新しいワークシ
ョップを生み出す役割である。開発技術者自らが顧客を訪問して要望をヒ
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出所） KOA株式会社生産革新推進室資料
45 
(8) 
40 
35 
30 
25 
20 
15 
10 
5 
゜1987肪栂9091 92 93 94 95 96 97謁
＼ 
o..,_ 
（酌）
60,--
50 
→?ー????←
????
????
? ?
36 
32 
28棚:, 
l: I 
4 
0M n n n n n n n n Mn n M
1如 889 90 91 92 93 94 95 96 97 98 ゜
図5 棚卸資産 図6 生産リードタイム
出所） KOA株式会社生産革新推進室資料
12 
I 
10 ， 
8 
7 
6 
5 
4 
゜198788 89 90 919293949596 97 98 
I 
／ 
／ 
／ 
ノ
／ 
／ 
~ 
図7 設備回転率
88 (1054) 第 43 巻第 5 号
ャリングし，社内で開発・試作した後，再訪問する。受注に繋がれば，自
らワークショップを形成して製造を担当する。その後生産ラインが軌道に
乗れば，再ぴクルーザーとして顧客開拓する。この体制は開発，営業，製
造の分業を排し，市場と一体化したものづくりを目指そうとするものであ
る。
以上の成果 (1998年度）として，図5~7のとおり生産のリードタイム
は， 1987年と比べ約8分の 1となり，棚卸資産は約7分の 1,設備回転率
は約31音となった。これらの成果は，全社的な組織や業務の革新によって，
従業員のモテイベーションが高まり，生産の効率化に結ぴついたものであ
ろう。
IV. セル生産システムの構想の意義
1 • フレキシビリティの向上
中根甚一朗教授• 山田善教教授は，生物の進化をささえているのは自己
組織化(self-organization)であり，生物が様々な環境変化に適応して進化
することを可能とした仕組みであるとしている。さらに，生物の構成要索
は自由な振る舞いが許され，それでいて他の構成要索および全体にも協調
的であるという特徴を持っている。人間にとって自己組織化の概念は，「個
人の存在意義」と「自己実現」を実現する有効な手段となり得るとしてい
る16)。
顧客ニーズが多様化しその需要予測が極めて困難であり，かつ変化のス
ピードが速くなる一方の市場に適応した生産システムを構築するために
は，環境変化に生物のようにフレキシプルに適応することができる自己組
16)中根甚一郎・山田善教「ヒューマンウェアの生産システム革新』白桃書房， 1997
年,27, 38ページ。
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織化の概念を導入したシステムが必要である。そのことは，現在のように
先行きが不透明な日本経済や社会の情勢にフレキシプルに対応するために
は一層重要である。
生産システムにおける設備機械は，人間より速く正確に業務を遂行し重
労働や危険な作業から人間を解放するものとして設置されてきた。しかし
ながら，システムが完成した時点から陳腐化が始まり，人間がシステムの
更新をしないかぎり自ら変化に適応して進化することはない。現代のよう
に経営環境変化の激しい時期にあっては，自己組織化しやすい生産システ
ムとして， KOAの自働機のような概念が有効である。
2 • モティペーションの向上
フレキシビリティの高い生産システムを構築する上において，更新しや
すいシステムのみならず，作業者の多能エ化が進むために従業員の能力に
依存する度合が高まるので，従来以上に従業員のモテイベーションを高め
る取り組みが必要となる。さらに，若年労働者の企業への忠誠心の低下に
みられるような帰属意識の変化や少子化の影響による労働人口の減少の観
点からも，人材の有効活用のための動機づけは極めて重要な課題である。
マズローの欲求段階説 (1生理的欲求 2安全性の欲求 3社会的欲求
4自尊の欲求 5自己実現の欲求）17)に当てはめてみれば，右肩上がりの経
済成長の中では，終身雇用や年功序列を前提に給与も右肩上がりであった
ため，従業員にとって生理的欲求，安全性の欲求は容易に満たされていた
であろう。集団志向の強い日本人にとって職場で築く人間関係も社会的な
欲求を満たす役割を果していたといえよう。企業の成長とともに昇進の機
会も多く希望の職位に就いた従業員には，自尊の欲求についても満たすこ
とができたと言えよう。しかしながら， 日本の就業者にとって，専門職を
17) Abraham. H. Maslow, Motivation and Personality, Harper & Row, U .S.A, 
1954, pp.80-98. 
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除いては，就職意識よりも就社意識が強く，企業も従業員のキャリアパス
よりもゼネラリスト養成を第一としたので， 自己実現の欲求については，
十分に満たされていたとはいいがたい。総じてみれば，拡大甚調の中では，
職場における動機づけにつながる欲求に関しては自己実現欲求以外におい
ては充足度が高く，そのことが戦後の日本経済の成長の源であったとも言
えよう。
しかしながら日本の経済成長が停滞した現状において，終身雇用や年功
序列が必ずしも前提とならない雇用状況であり，若年労働者の意識の変化
や労働人口の滅少に配應し，モテイベーションを話めるためには，新しい
人間尊重の職場環境を構築しなければならない時期に米ているといえよ
?、?
バプル経済崩壊後，人員削減，業務縮小，倒産する企業が出てくる中で，
終身雇用，年功序列の効力が薄まり，従業員にとっては，生理的欲求や安
全性の欲求の充足度が低下せざるを得ないであろう。社会的欲求について
は職場に片寄りがちだった人間関係による充足度が低下し，職場外の人間
関係による充足度が増加するであろう。自尊の欲求については，従来の職
位の上昇による充足についは恩恵に欲する従業員が滅少するので，昇進以
外の評価システムが必要であろう。自己実現欲求とは，自分の能力を発揮
しその可能性を生かすことである。人間にとって究極の欲求であり，人生
の意味を問うものであるので，この欲求を充足させるために挑戦するプロ
セスの中から「働きがい」や「生きがい」が生まれるものと思、える。よっ
て，自己実現欲求は，経営環境に影響されにくく，従米の充足度は低かっ
たので，この欲求の充足度を高めるような生産システムや職場環境をいか
に構築するかが今後の重要な課題となろう。そのような意味から自己完結
型生産システムは，脈絡のない要索作業を組み合わせた分業システムと比
較すると，業務の意味を理解しやすく，生産効率化へ向けての改善活動に
も発展しやすいシステムであると考えられる。
自己完結型生産システムを見てみると，顧客に対して果たす機能が明確
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なほどラインの使命がはっきりし，個人の存在意義が明確になるとの見解
が示されている 18)。生産ラインの従業員が，受注，資材調達や配送にのみな
らずラインごとの損益計算までの業務を遂行している自律性の高い KOA
の自己完結型ラインにおいては，ラインの存在意義は顧客や仕入先と直結
し極めて明確であり， しかもそれらの業務を大人数でなく 10-20人程度の
組織で業務分担していることで多人数のコンベアラインと比較すると個人
の存在意義を明確にすることにもつながる。このように高い自律性を維持
することによって，従業員のモテイベーションを高めているように見受け
られる。
3. 全社的な改善活動の推進
生産量が増大傾向にあるときには，新しいムダも次々に発生するので，
現場改善活動によってムダを削除し続けることによって，生産効率化の成
果を上げることができる。しかし，生産量が現状維持あるいは減少傾向に
あるときには，ムダそのものも減少するので，ムダの削除が減少し，改善
の効果も低下する。いくら改善活動に取り組んでも成果が目に見えなけれ
ば，現場の士気も低下し，さらに業績が悪化することとなる 19)。
現場中心の改善活動においてはシステム設計開発者が見過ごしがちであ
った現場特有の問題との融合や細部の問題発見に繁がり，精度の高い生産
システムヘと発展していき，現場の活性化にも有効に機能していった。ま
た，右肩上がりの経済情勢の時期は，従業員にとっても仕事が過剰であっ
たので，効率的に作業が出来るよう改善努力することは自分の利にもかな
っており，経営者や管理者も企業業績が向上したので現場改善に期待し続
けた。しかし，従来の改善活動では，各々の担当する作業，保守や管理の
業務の中での改善が中心になりがちで，自分の担当する業務や所属するエ
程あるいは部署をこえた問題提示や改善は比較的少なかった。現場の改善
18)中根甚一郎・山田善教，前掲書， 142ページ。
19)中根甚一郎・山田善教，前掲書， 19ページ。
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活動の効力が低下しつつある現在においては，ポトムアップ型だけではな
<, KOAの事例に見られるようにトップダウン型あるいは全社型の革新
や改善活動が必要と考えられる。生産量の減少による現場改善と活性化の
期待が低下する現状を認識するならば，新しい生産システムの構築，組織
改革，業務革新などによるドラスティックな改善・革新によって，全社的
にも現場にも課題が次々と見い出され，それらの改善活動を推進すること
によって，現場の活性化へと繁がるであろう。
4. ビジョンの共有化
トップダウン型あるいは全社型の改善活動を推進するには，経営者は全
従業員が一丸となれるビジョンを示すことが必要である。さらに，従業員
がそのビジョンに自分の生きがいや価値観と重ねあわせ共感することがで
きるならば，改善活動や生産革新は，企業の目標と従業員の自己実現が一
体となり，両者にとって統合された活動へと進むであろう。
中根甚一郎教授・山田善教教授によれば，自己組織化コンセプトの基で，
改善・革新を意欲的に推進していく企業システムあるいは生産システムを
構築するためには，次の 3つのアプローチが必要であるとしている20¥
第1に，トップダウンアプローチによって，経営理念，経営方針，改善，
改革に対する基本コンセプトを組織のメンバーに共有させる。第2に，集
権化，統合化のパワーを最小にし，分権化，自律性を高めるようにする。
第3に，改善活動を通じて，組織対応力と自律性を高めながら，統合化と
自律性の調和点を理想状態に近づける。
KOAでは，理想として掲げられた 3つのピジョンは，従業員の価値観と
共有しやすい理念であり，自律性の高い自己完結型ラインの中で大幅な権
限委譲を行うことによって，モテイベーションが高まり，改善・改革が自
律的に推進されている。また，工場内のものづくりだけでなく，農業，畜
20)中根甚一郎・山田善教，前掲書， 49ページ。
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産，工芸なども奨励していることは， ものづくりの好きな人々の自己実現
の欲求とも合致し経営理念の共有から共感へと進むであろう。このように
トップのピジョンと従業員の働きがいの統合に向けての生産システムの構
築が重要であろう。
V. おわりに
KOAでは，右肩上がりの無限の拡大を前提に構築された経営理念や手
法は，無限から有限へと移行した前提の中では機能しないと考え，過去の
経験を踏まえ，他社に先がけて新しい生産システムの革新を目指して挑戦
したのである。フレキシビリティの高い設備機械や人員配置，顧客志向に
対応したJIT生産の導入に加え，自律性の高い自己完結型生産システムを
構築したことによって，従業員のモテイベーションを高めた。それはビジ
ョンの共有化によってさらに高まり，全社的な改善・革新を推進する原動
力となったのである。その結果，この不況期においても順調な業績を上げ
ており，今後の生産システムの構想にはこのような挑戦の成果を取り入れ
るべきであると考える。
日本における自己完結型生産システムあるいはセル生産システムと呼ば
れる生産システムの構想についての研究は，最近始められたばかりであり
十分な資料を得ることが出来ず，本稿においては，この生産システムの構
造等を十分には解明できなかった点が残った。今後の研究の中で明確にし
ていきたい。
なお，セル生産システムについては，本年8月下旬-9月上旬にかけて，
KOA以外にもソニー木更津，埼玉日本電気ローランド等に対して現地調
査を実施した。それらの事例については本稿では記載していないが，別の
機会に述べたい。
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